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財務報告にお ける IT 内部統制に関する基礎研究

一 米国企業改革法 と COBIT との 関係を 中心 に 一
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吉　田　　　洋

Hiroshi　YOSHIDA

　米 国企業改革 法 （SOX 法）に より，企業は今まで 以 上 に 内部統制プ ロ セ ス を強化 しなければ な

らな くな っ た．本稿で取 り上げる財務報告及びそれ に 付随す る内部統制報告 は ， SOX 法 302条 「財

務報告 に 係 る企業責任」 に より経営者は財務報告を適正 に表示 し て い る こ と，内部統制の 構築及び

維持 に責任を有して い る こ とを宣誓する こ とが求め られ ， さらに 同法404条 「経営者によ る 内部統

制評価 」 におい て 経営者に よっ て 行われ た内部統制 の 評価 に つ い て 登録会計事務所 は証明業務 を実

施 し， 報告しな けれ ばな らな い と規 定 され て い る．しか し，SOX 法で は企業活動 の 基盤 とな る IT

に関する 内部統制に つ い て 具体的 に 示 され て い るわ けで は な い ．わが国の 企業は こ うした問題に 対

応す るため ，
IT ガ バ ナ ン ス に 必要な情報 シ ス テ ム 統制 に関 して COSO − ERM や COBIT 　3 の フ レ

ー

ム ワーク を取 り込んだ現在の シ ス テ ム 管理基準に 基づ く内部統 制を活用す る こ とが求 め られ，こ の

こ とに よ り財務報告 に伴 う IT 内部統 制 に 関 して ，米国 の SOX 法 に 十分対 応 で き る 体制 を作 り上 げ

る こ とが で きる と考え られる．
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は じめ に

　 2002年 7月 に 制定 され た米 国企業改革法 （サ
ーベ ン

ス
・
オ ク ス レ

ー
法 ， 以下 SOX 法 とする）に よ り， 企

業 は 今ま で 以 上 に 内部統制プ ロ セ ス を強化 し なければ

な らな くな っ た．

　SOX 法 とは，2001年末 の エ ン ロ ン 事 件 を契機 に多

発 した不 正 な財務報告が 社会問題化 し た こ とで ， 資本

市場 に 対する米国内外 の 投資家か らの 信頼を回復する

べ く， それ ま で提起 された会計監査お よびガ バ ナ ン ス

に 関連す る改革案を包括的に盛 り込 ん だ法律 で あ る．

本稿で 取 り上 げる財務報告及びそれ に付随する内部統

制報 告 は，SOX 法 302条 「財 務報 告 に 係 る企業 責任 」

にお い て最高経営責任者 （CEO ）ない し最高財務責任

者 （CFO ） が 年次及び 四半期報告書 の 財務報 告を適正

に表示 して い る こ と ， 内部統制 の 構築及び維持に 責任

を有 し て い る こ とを宣誓する こ とが 求め られて お り，
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さらに同法 404条 「経営者 に よる内部統 制評価 」 に お

い て 経営者に よ っ て 行われ た内部統制の 評価に つ い て

登録会計事務所は証明業務を実施 し ， 報告 しな ければ

な らな い と規定され て い る．しか し，そ こ で は IT （情

報技術）に関する 内部統制に つ い て 具体的に 示 されて

い るわ けで はな い ．

　 い うまで もな く今 日の 企業活 動は ， IT と密接に関

連 して お り，業務 を遂 行す る上 で IT を利用 す る こ と

は 不 可 避 で あ る ．内部 統制 を強 化す る 場合 ， 情報 シ

ス テ ム 部 門は最 も重 要 な部門 の ひ とつ で あ ろ う．IT

ガ バ ナ ン ス と情報 シ ス テ ム 統 制 に つ い て は，米国 の

COSO フ レ
ー

ム ワ
ー

クを基礎 に 情報 シ ス テ ム コ ン ト

ロ ー
ル 協会 （以下 ISACA とする）か ら COBIT 第 1 版

（1996年）が公表され て い る ．現在の とこ ろ ISACA の

関連団体 で ある IT ガ バ ナ ン ス 協会が公表す る第 4 版

（2005年）が最新の もの とな っ て い る （注1），COBIT

は IT コ ン トロ
ー

ル に焦点 をあ て ，経営者，ユ
ー

ザ
ー，

情報シ ス テ ム監査人 を主な利用者として い る．

　 本稿 で は SOX 法302条 及び404条 に 関連 し て IT ガ バ

ナ ン ス を 確立 す る た め に COBIT の 概 要及 び IT プ ロ

セ ス を中心に SOX 法 の 関連性 に つ い て 検討 し ， さ ら

に 2004年に 公表され た わ が 国 の シ ス テ ム監査基準及び

シ ス テ ム 管 理基準が財務報 告 の IT 内部統制 の 評価 に

い か に 貢献で きるか 検討 して みた い ．

1 ．企 業改革法と IT内部統制

　公開企業会計監視委員会 （以下 PCAOB とする）は

SOX 法 101条によ っ て創設 された もの であ り，次 の よ

うな権限を有 して い る．

　  公 開会社及び会計事務所か らの 資金拠出 に よ っ て

運 営 され て い る が ， 予算は 証 券取 引 委員会 （SEC ） が

監 督 し，活 動内容 を SEC に 報 告す る義 務を負 っ て い

る こ とか ら， 民間機関 と い うよ り準公 的機関 と位置 づ

け られ る．

　  従来，米国公認会計士協会 （AICPA）が担っ て きた

監査 基準等 の 基準設定権限を新た に 担 うこ とに な っ た．

　  SEC 登録会社 （公開会社）の 監査を担当する会

計事務所 は ，
PCAOB に 登録 し て

， そ の 監督下 に置か

れ，検査権限や懲戒権限 も有する．

　PCAOB に よ り上記 の 権限に 基 づ い て ， 現在 ま で

に ， 3 つ の 監査基準 が策定 ・
公表され て い る．

　IT の 内部 統 制 に 関 し て は PCAOB の 監査基 準 2 号

（2004年 3 月 9 日公表）50条にお い て IT の 全般統 制を

構成す る 要素に つ い て ， プ ロ グ ラ ム 開発 ， プ ロ グ ラ

ム の 変 更，コ ン ピ ュ
ー

タ の 運用，プ ロ グ ラ ム やデ
ー

タ の ア ク セ ス の 4 項 日が 例示 され て い る の み で ある

（PCAOB ［2004］）．

　 財務報告 と IT 統制 との 関連 に つ い て 財務報 告を行

うた め に は ハ ー
ドウ ェ ア ， OS ， デ

ー
タベ ー

ス か らな

る ITイ ン フ ラがあ り，そ の 上 に，各種財務 ア プ リケ
ー

シ ョ ン シ ス テ ム
， ビ ジネ ス プ ロ セ ス ， 財務報告 とい っ

た順 に 階層化 され て い る こ とを今
一

度 確認 し て お く

必 要 が あ る （IT　Governance　Institute［2004］，p．37）．

し か し，PCAOB は IT統 制 の 重要性 に 触れ なが らも，

そ の 詳細 に つ い て は言 及 して い な い ．そ の 結 果，皿

コ ン トロ
ー

ル の フ レーム ワーク を最も詳細に 分析 ， 記

述 した COBIT の フ レ
ー

ム ワ
ー

ク が 詳細 な IT 統 制 の 基

礎 に な っ て い る （IT　Governance　lnstitute［20041p．7）．

COBIT とは Control 　Objectives 　for

Information 　 and 　Related 　Techn

ology の 下線 部 の 略 で ISACA の 関連団体 で あ る IT

ガ バ ナ ン ス 協会 （以下 ITGI とす る）が公表 して い る

情報 シ ス テ ム の 統制 目標 を示 した もの で ある．米国お

い て は IT マ ネ ジ メ ン トに 関 して COBIT を参照す る 必

要が 生 じる （Ramos ［2004］p．38）．し たが っ て SOX 法

準拠の た めの IT コ ン トロ ー
ル 日標 に つ い て は COBIT

を出版 し て い る ITGIか ら， 『SOX 法 の た め の IT コ ン

ト ロ
ー

ル 目標 』　（IT　 Governance　Institute　［2004］）

とい う資料が公表 され て お り， 同協会は経営者がそれ

に 準拠する こ とが 望ま しい と して い る．

2 ．COBI丁 と ITガバ ナ ン ス

　 COBIT を公 表し て い る ISACA で は，　 IT ガ バ ナ ン ス

に 関 し て 次 の よ うに 定義 して い る．

「IT ガ バ ナ ン ス は 取締役会 及 び 経営 陣 の 責任 で あ る．

それ は コ
ー

ポ レ
ー

トガ バ ナ ン ス の 不
．
口∫欠な 部分 で ，

リ
ー

ダ
ーシ ッ プ 及び組織 的な構造，及び組 織 の IT が

そ の 組織 の 戦略及び 目的を保持 し拡張す る こ とを保証

する プ ロ セ ス か ら成る．」

　 し たが っ て ， ITガ バ ナ ン ス は コ ーポ レ
ー

トガ バ

ナ ン ス の
・．．・部 を構成 し，COBIT は IT に関 する 経営

の 執行面か らの 統 制， すな わち IT の た め の 内部統

制 の フ レ
ーム ワ

ー
ク を提 供 す るた め に 開発 され た

もの で あ る．COBIT 第 3 版 （以 下 ，
　 COBIT 　3 とす

る） で は IT プ ロ セ ス を以 下 の よ うに 4 つ の ドメイ

ン と そ の 中 を 34項 目 に 分類 し て い る （IT　Governance

Institute［2000］）．
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財 務報告 に お げる IT 内部統制 に 関す る基礎研 究
一
米 国企業改 革法 とCOBIT との 関 係 を 中心 に

一

』
ドメ イ ン

  計画お よび組織化 （PO ） （11項目）

  取得お よ び 導入 （AI） （6 項 国）

  提供お よび支援 （DS ）（13項目）

  監視 （M ）（4 項 目）

図 表 1 ，COBIT 　3 の ドメ イ ン と プ ロ セ ス

PO1IT 戦略の 立案

PO2 情報ア
ーク テ ク チ ャ の 立 案

PO3 技術方針 の 立案

PO4IT 組 織 と相互 関 連の 立 案

PO5IT 投資管理

PO6 経 営 目標 と経 営方 針の 伝達

PO7 人 的 資源 の 管理

PO8 外的要因の 遵守の 保証

PO9 リス ク の 評 価

PO10 プ ロ ジ ェ ク ト管理

PO11 品 質管理

All 自動化 に よ る 問 題 解 決領域 の 識 別

AI2 業務 ソ フ トウェ ア の 取得および保守

AI3 技術 基盤 の 取 得 お よび保 守

AI4 手続 の 開発 お よ び 保 守

AI5 シ ス テ ム の 導入 および保証

AI6 変 更 管理

DS1 サ
ービ ス レ ベ ル の 決 定

DS2 第三 者サ
ービ ス の 管理

DS3 パ フ ォ
ー

マ ン ス とキ ャ パ シ テ ィ の 管理

DS4 継続的サ
ービ ス の 確保

DS5 シ ス テ ム セ キ ュ リテ ィ の 確保

DS6 コ ス トの 識別 お よ び割 当て

DS7 利用者 の 教育お よ び 訓練

DS8 カ ス タマ ーに対 す る 支援 お よび助言

DS9 構成 管理

DS10 障害管理

DS11 データ管理

DS12 設備管理

DS13 運 用管理

MI プ ロ セ ス の 監 視

M2 内部統制 の 妥 当性 の 評 価

M3 独 立 的 保証

M4 独立監査 の 規定

　すで に 述 べ た よ うに PCAOB の 監査基準 2 号 （2004

年 3月 9 日 公表） で は ， 50条に お い て IT の 全般統制

を構成す る 要素 に つ い て ，プ ロ グ ラム 開発 （以下 PD

とする）， プ ロ グラ ム の変更 （以下 PC とする），
コ ン

ピュ
ータ の 運用 （以下 CO とする〉，プ ロ グ ラ ム や デー

タ の ア クセ ス （以下 APD とす る） の 4 項 目が例示 さ

れ て い る の み で あ る （PCAOB ［2004］） が，　 COBIT 項

目 との 関係 を示す と図表 2 の よ うに な る．表 の （ ）

内の 記 号が関連する PCAOB の 監査基準 2 号 50条 の 例

示 で ある （IT　Gover1  ce 　Institute匚2004］，p．8＞，し

か し，内部統制 の 本質 と範囲は企業 の 業 種，規模 など

か ら決まる もの で あ る か ら， IT の 全般統制にお い て

も こ の 例示だ け に とどまる もの で はな い ．これ は最小

限 の 例示 で あ っ て ， COBIT に示 された 項 目全体 を視

野 に 入 れなければな らな い こ とは い うま で もな い で あ

ろ う．

図表 2 ，COBIT と PCAOB 第 2 号 50条 の 例 示 との 関係

AI2 業務ソフ トウェ アの取得および保守（PD）（PC）（CO）（ADP ）

AI3　　　卩技術基 盤の 取得お よ び保 守 （PD ）（PC ＞（CO ）

AI4 手 続の 開 発お よび 保 守 （PDXPC ）（CO ）（ADP ）

AI5 シ ス テ ム の 導入 および保言正（PD ）（PC ×CO ）（ADP ）

AI6 変更 管理 （PC ）（ADP ）

DS1． サービス レ ベ ル の 決 定 （PD ）（PC ）（CO ）（ADP ）

DS2 第三 者サ
ービ ス の 管理 （PD ）（PC ）（CO ）（ADP ）

DS5 シ ス テ ム セ キ ュ リテ ィ の 確保 （CO ）（ADP ）

DS9 構成管理 （CO ）（ADP ）

DSIO 障害管理 （CO ）

DS11 デ
ー

タ管理 （CO ）（ADP ）

DS13 運 用 管理 （CO ）（ADP ）

　 COBIT 　3 で は IT ガ バ ナ ン ス の 重 要性 に かんが み，

成 熟度 モ デ ル （Maturity　 Models）， 重 要成 功要 因

（Critical　 Success　 Factors： CSFs ），主 要 目標 指

標 （Key　 Goal　 lndicators： KGIs ＞， 主要業績評

価 指 標 （Key　 Performance　 Indicators： KPIs ）

が 付け加え ら れ た ．そ の 中 で 特 に 重要な もの が 図表 3

の 成熟度 モ デ ル で ある．なぜ な ら， 成熟度 モ デ ル に よ っ

て IT ガ バ ナ ン ス の 成熟度 が 測定 で き る か らで あ る ．

3 ．シス テム監査基準 ・シ ス テ ム 管理基準（2004年〉

　わが 国 の シ ス テ ム 監査基準 ・シ ス テ ム 管理基準 は財

務報告に直接的 に 関連す る基 準で は な い ．しか し ， す
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図表 3r 成熟度 モ デル

レ ベ ル 種　　類 説　　　　　　明

0 未認識状態 組織 と して 認識 で き る プ ロ セ ス

が 必 要 なこ とすら認 識され て い な
い ．標 準 の プ ロ セ ス もな い．

1 導 入状 態 組 織 と して プ ロ セ ス の 標 準 が必 要

な こ とは 認 識 され て い るが，標 準

は 確 立 され て い な い ．個 人 や そ の

場 限 りの 対 応 で 組 織 的 な対 応 は な
い ．

2 反復状態 同じ作業を行 う異な っ た 人 闘が 同
じ 手続 き を利 用 す る 状況 に あ る，
しか し，標準的な 手続が 公 式に 訓

練，伝達 され て お らず，個 人 の 責
任 とな っ て い る．個人 の 知識 に頼
る部分 が 多く，エ ラー

も起 こ りや
す い．

3 定義化状態 手続きが標準化，文書化され ， 訓
練を通 じ て 伝達が な され て い る．
し か し標準プ ロ セ ス に従 うか は 個
入任せ で あり逸脱もありうる，手
続自体洗練されて お らず，既存の

や り方を公式化 したもの に すぎな
い ．

4 管理 実施 状
態

手 続 き に 従 っ て い る か 監視 し 測 定
す る こ とが 可 能で ，プ ロ セ ス が 有
効 で ない 場合は 是 正 措置 も可能 で

あ る，プ ロ セ ス の 継 続 的 な 改善が

実施 され て お り，グ ッ ド・プ ラ ッ

ク テ ィ ス が 実施 され て い る．自動
化 ツ

ー
ル の 利用 は 部分的で ある，

5 最 適 化 状態 継続的な改良 と他 の 組織体の 成熟
度 モ デ ル の 結 果 に基 づ き，プ ロ セ

ス はベ ス トプ ラ ッ ク テ ィ ス の 水 準
まで 改良され る．IT は 自動 化 さ
れ た ワ

ー
ク フ ロ

ー
に組み 込 まれ組

織 がすばや く適応す る ため の 品質
や 有効性 の ツ

ー
ル と して 利用 され

る．

でに述 べ たよ うに財務報告 を行 うためには ハ
ー

ドウ ェ

ア，基本 ソ フ トウ ェ ア 構成 ， ネ ッ トワ
ー

ク構成 か らな

る ITイ ン フ ラがその べ 一
ス にある．つ ま り ITイ ン フ ラ

をい か に統制するか ， すなわち IT統制が財務報告に与

える影 響 が 大 き い こ とか らシ ス テ ム 監査基準 ・シ ス テ

ム管理 基準の 動向に も注意を払わなけれ ばならない．

　最新 の シ ス テ ム 監査 基準 で は，「シ ス テ ム 監査 の 目

的は ， 組織体の情報シ ス テ ム に まつ わる リス ク に 対す

る コ ン トロ ール が リス ク ア セ ス メ ン トに 基 づ い て 適切

に 整備
・
運用 されて い る か を ， 独立 か つ 専門的な立場

の シ ス テ ム 監 査人が検証 又 は評価す る こ と に よ っ て ，

保証 を与 えあ るい は 助 言を行 い ， もっ て IT ガバ ナ ン

ス の 実現 に寄 与す る こ とであ る （シ ス テ ム 監査基準，

H ．シ ス テ ム 監査の 目的）」 とされて い る．従来か ら

の 目的 で あ っ た情報 シ ス テ ム の 信頼性 ，安全性，効率

性の 向 上 は後述す る リス ク に対す る コ ン ト ロ ー
ル に統

合 され，保証 ・助 言，IT ガ バ ナ ン ス が今 回 の 目的 に

加わ っ た 点 で あ り， そ の 目的 は 大 き く変化 し て い る．

（1）監査 人 の 行為規範

　 シ ス テ ム 監査基準 は，シ ス テ ム 監査業務 の 品質を確

保 し，有効か つ 効率的 に監査 を実施する ことを 目的 と

した 監査 人 の 行為規範 で あ る （シ ス テ ム 監査基 準，前

文）。今 回 の 改訂 で の 大 きな変 更点 は今ま で 著者が指

摘 し たよ うに ，
「監査人 の 行為規範 」 と 「情報シ ス テ

ム 管理 の 基準」とを峻別 し た こ とで ある （吉 田 ［2002］p，

138）．監査主 体の 行為規範を定め た基準として 「シ ス

テ ム 監査基 準」 （
一

般基 準，実施基準 ，報告基準〉 が

公表 され，効果的な情報シ ス テ ム戦略を立 て るた め の

実施規範を定 め た基準 ，
つ ま り， 監査 の 際， 監 査人が

行 う判断の 尺 度として 「シ ス テ ム管理 基準 」（情報戦略，

企画業務，開発業務，運用業務 ，保守業務，共通業務）

が公表 され た．シ ス テ ム 監査 の 実施 に当た っ て は ， 組

織体に お ける情報シ ス テ ム に まつ わ る リス ク に 対す る

コ ン トロ
ー

ル の 適否を判 断す るた め の 尺度 で ある （シ

ス テ ム 監査基 準 ， 前文）新た に 設 けられた シ ス テ ム 監

査基準は，従来 の シ ス テ ム 監査i基準 の 内 で ，実施基準

とし て 監査対象業務ごと に 挙げられ て い た191項 目を

287項 目に 拡張 した もの で ある．「シ ス テ ム 管理基準 」

は ISACA の 関連団体で ある IT ガ バ ナ ン ス協会が公表

し て い る前述 し た COBIT 　3 と整合性 をと っ て い る （口

本情報処 理 開発協会 ［2004b］pp．506−521）．

（2）ITガバナ ン ス

　従来 の 「シ ス テ ム 監査 基準」 は 情報 シ ス テ ム の ラ イ

フ サイ クル 各段階における リス クが適切に管理 されて

い たかを監査す るため の 必要 な事項 を記 して い たが，

今回 の 改訂 で は IT ガ バ ナ ン ス の 観点 を考慮 して い る．

通産省 （現経済産業省）の 「IT ガ バ ナ ン ス ス コ ア カ
ー

ド策定支援 プ ロ ジ ェ ク ト」 （1998年） で は IT ガ バ ナ ン

ス を次の よ うに 定義 し て い る．

　 「企業が 競争 優位 性構築 を 目的 に，IT （情報 技術 ）

戦略の策定 ・実行を コ ン トロ ー
ル し ， あ る べ き方向に

導 く組織能 力．」

　すで に述べ た よ うに ISACA で は IT ガ バ ナ ン ス を次

の よ うに 定義 して い る．

　「IT ガ バ ナ ン ス は 取締役会及び経営陣 の 責任で あ

る．それは コ
ー

ポ レ
ー

トガ バ ナ ン ス の 不可欠な部分 で，

リ
ーダーシ ッ プ 及び組織的な構造 ， 及び組織の IT が

そ の 組織 の 経 営戦略及び 目的を保持 し拡張する こ とを

保 証 す る プ ロ セ ス か ら成る．」

　 戦略 を 目的 と し た定 義 は，経 済 産業 省，ISACA の

定義 に も見 られ る と こ ろ で あ る．
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財務 報告 に お ける IT 内部統 制 に関 す る基 礎研 究一米国企業 改革法 とCOBIT との 関係 を中心 に
一

　また ，
コ ン プ ライア ン ス

・
マ ネジ メ ン トか らの 定義

は次 の （社） 口本監査 役協会 IT ガ バ ナ ン ス 委員会報

告 「ITガ バ ナ ン ス に お け る監査 役 の 役 割 」 （2001年 ）

の 定義に 見 られ る．

「主 に IT 化 に よ っ て 新 た に 生 じ る リス ク の 極小化 と的

確な投資判断に基づ く経営効率の 最大化，すなわち，

リス ク ・マ ネジ メ ン トとパ フ ォ
ーマ ン ス マ ネジ メ ン ト

で あ り，こ れ らを実施す る に 当た っ て の ，健全化確保

の た め の コ ン プ ライア ン ス ・マ ネ ジメ ン トの 確立 で あ

る．」

　 コ ン プ ライ ア ン ス ・マ ネ ジメ ン トは当然 の こ とと し

て ， 組織の経営戦略と IT 戦略を整合させ ，
　 IT投資を

適 切 に 管理 し ，
IT 要員や そ の 体制 ，

　 IT に 関す る リス

ク の コ ン トロ ー
ル 等 の フ レ

ーム ワ ー
クを確立する IT

ガ バ ナ ン ス が きわ め て 重要に なる と考 える．

（3）技術革新に伴 う新た な リス ク へ の 対応

　技術革新に 伴 う新たな リス ク へ の 対応 の た め の 管理

項 Rが 追加されて い る、シ ス テ ム監査は ， 組織体 の 情

報シ ス テ ム に まつ わる リス ク に 対す る コ ン トロ
ー

ル が

適切 に 整備
・
運用 され て い る こ とを担保する た めの 有

効な手段 とな る．情報 シ ス テ ム に ま つ わる リス ク に 対

する コ ン トロ
ー

ル を適切 に 整備 ・運用する 目的 と して

次の よ うな もの を挙げて い る （シ ス テ ム 監査基準 ， 前

文）

・情報シ ス テ ム が ， 組織体の経営方針及び戦略目標 の

　実現に貢献す るため

・情報 シ ス テ ム が，組織体 の 目的 を実現す る よ うに 安

　全，有効かつ 効 率的 に 機能す るた め

・情報 シ ス テ ム が，内部及 び外部に報告する情報 の 信

　頼性を保つ よ うに機能す るた め

・情報 シ ス テ ム が ，関連法令，契約又 は 内部規程等に

　準拠 する よ うに す るため

　 こ れ らの 考え方の 根底 に は，ア メ リカ の トレ ッ ド

ウ ェ イ委員会組織委員会に よる内部統制の 定義すなわ

ち ， COSO 報 告書 ，
　 COSO −ERM （全社的 リス ク管理

の フ レ ーム ワーク ） の フ レ ーム ワーク を念頭 に お い て

い る．COSO −ERM に よれ ば ， リス ク
・

マ ネジメ ン ト

の 目的を次の よ うに挙げて い る ．

  戦略

  業務

  報告 側 務 ， 非財務 を含む）

  コ ン プ ラ イ ア ン ス へ の 貢献

　 2004年 の シ ス テ ム 監査基 準，シ ス テ ム 管 理 基準 は こ

の 流れ に従 っ て拡充 が はか られ て い る （注 2）．従来の

情報シ ス テ ム の 信頼性 ， 安全性 ， 効率性 の 考 え 方 を発

展 させ なが ら変更 して い ると考え られ る．

むす び

　情報 シ ス テ ム や 情報技術 の 方 向が 変わ っ て い る現

在 ， IT ガ バ ナ ン ス は コ ーポ レ
ー

トガ バ ナ ン ス の
一部

を構成 し，組織 の 経営戦略 と IT戦 略 を整合 させ リス

ク の コ ン トロ ー
ル 等 の フ レ

ーム ワ
ー

クを確立す る こ と

が 重要 に な っ て くる．PCAOB は IT 統制 の 重 要性は

認識 しなが らも僅 か 4 つ の 例示 をしただ けで 多 くの 言

及 はな い．そ こ で 、COBIT に よ っ て IT 統制の フ レー

ム ワ ークを確立 し ， さ らに ， そ の 成熟度 モ デ ル に よ っ

て 情報 シ ス テ ム 統制お よび IT ガバ ナ ン ス の 成熟度 の

測 定をはか る こ とが期待 され て い る．

　翻 っ てわ が国で はど うであ ろ うか．情報 シ ス テ ム や

情報技術 の 方 向が 変わ っ て い る 現在 ， わ が 国 の シ ス テ

ム 監査基準 に よる シ ス テ ム 監査 は ユ985年以来の 延長線

上 で よ い か
一
卜分検討 し た結果 が 今日の 姿となっ て い る

とい えるだ ろ う．現状 で は そ れ ぞれ の N 的 に 応 じ て ，

IT に 関連する 基準に は シ ス テ ム 監査基準
・

シ ス テ ム

管 理基準をは じ め様 々 な基準が存在し て い る．取締役

（会）の 内部統制義務 の 履行 とい う観点か ら考えれば

IT 関連 の 内部 統制 フ レ
ー

ム ワ
ー

ク を整理 ・統合化す

る 形で再構成を行 い ， それ によ っ て 取締役 （会）に とっ

て 理解が 容易 で 利用 しやす い IT ガ バ ナ ン ス と内部統

制 を確立す る こ とが望 ま しい こ とは い うまで もな い．

し か し 当面は IT ガ バ ナ ン ス に 必 要 な 情報 シ ス テ ム 統

制 は COSO − ERM や COBIT 　 3の フ レ
ー

ム ワ
ー

ク を

取 り込 ん だ現在 の シ ス テ ム 管理 基準の 内部統制で十分

で あると考える．こ の 基準を活用する こ とで財務報告に

伴 うrr内部統制に関 して は，米国の SOX 法 に十分対応

で きる体制を作 り上げる こ とがで きると考 えられる．

注

（注 1）現在 ， COBIT 第 4版 （2005年）が公表 され て い る．

　 本 稿 は 第 4 版公 表前 の 2005 年9月 に 執筆 し た も の

　 で あ る か ら第 4 版 の 内容 は本 稿 に 反映 され て い

　 な い こ とに 注意 され た い ．COBIT 第 3 版 と第 4

　 版 の 相違 に つ い て は COBIT 第 4 版 AppendixVの

　 Cross−reference （pp．181〜 188）を参照 された い ．

（注 2）COSO 報 告 書 ，
　 COSO −ERM の フ レ

ー
ム ワ

ー
ク

　 に つ い て は 以下 の ホーム ペ
ー

ジを参照 された い ．

　　（htt ：／！www ．　 coso ．　 or 　）
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